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テレワークの背景

0

日本におけるテレワークは 1980 年代以降、当初は政府（現総務省等）主導、大手企業中心での取
組でした。この時代は社会インフラが普及しておらず、自宅で快適・効率的に仕事をこなすことが
できない状況だったため、大手企業は「サテライトオフィス」と呼ばれる郊外立地型オフィスを次々
と設置しました。2000 年に入り、パソコンやインターネットの利用が一般的になったことに加え、
2010 年後半からは「働き方改革」を皮切りに、テレワークを実施する企業が増加、2020 年以降各
地でテレワークが導入されました。新型コロナウイルス感染症の拡大により、人と人の接触が難
しい環境となり、各地でテレワークの導入が急速に進みました。並行して ICT（ Information and 
Communication Technology 情報通信技術）、AI（Artificial Intelligence 人工知能）等の技術開発
が大きく進み、DX（ Digital Transformation）
時代が到来、経済・産業・社会システムが大き
く変革する中で、「働き方改革」としての「テレ
ワーク」の導入は十分に可能となってきまし
た。

1980年代

1990年代

2000年代

2010年代後半

2020年以降

大手企業

大手企業

郵政省（現総務省）
通産省（現経済産業省）
労働省（現厚生労働省）など

一般企業

全国規模

一般企業

全国規模

全国規模 一般企業

働き方改革

ワークライフバランスの実現

新型コロナウィルス
感染症対策

テレワーク人口倍増計画

パソコン、インターネットの一般的普及

地方での雇用創出

身体障がい者サテライトオフィス

バブル期売り手市場・人材確保

サテライト
オフィス勤務

モバイル勤務

所属オフィス

在宅勤務
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テレワークとは

1

（１）テレワークとはどのような働き方か

テレワークとは
テレ

Tele ＝ 離れたところで

ワーク
Work ＝ 働く

出典：厚生労働省「テレワークではじめる働き方改革」資料

テレワークとは Tele（ 離れて ） と Work（仕
事）を組み合わせた造語です。「 ICT を活用し、
時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方」
のことで、本拠地（会社のオフィス等）から離
れた場所で、仕事をすることです。

（２）テレワークの形態

TELEWORK

在宅勤務

サテライト
コワーキング

勤務

モバイル
勤務

テレワークを働く場所で分けると、自宅で働
く「在宅勤務」、移動中や外出先で働く「モバイ
ル勤務」、本拠地以外の施設で働く「サテライ
トオフィス／コワーキングスペース勤務」に分
類されます。

①在宅勤務

自宅を就業場所とする働き方です。

②モバイル勤務

移動中の交通機関や、カフェ、ホテル、空港のラウンジなどを就業場所とする働き方です。

③サテライトオフィス／コワーキングスペース勤務

企業のオフィスから離れたところに設置したサテライトオフィスや、一般的なコワーキングス
ペースで就業する施設利用型の働き方です。

　企業や組織の業務内容や担当業務、役割によって、最適なテレワークの取り組み方は様々です。
自社にとって最適な働き方とはどのようなものなのか、テレワークをどのように活用していくのか
を考えてみましょう。
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（３）テレワークで得られるメリット（意義・効果）

テレワークには、企業、従業員、経済・社会のそれぞれにとって多くのメリットがあります。

企業のメリット
■ 育児や介護等による離職の防止　
■ 優秀な人材の確保や、雇用継続
■ 資料の電子化や業務改善の推進
■ 営業効率と顧客満足度の向上
■ 交通費や光熱費、事務所の賃料などの
コスト削減

■ 感染症の拡大や災害など非常時の事業
継続

■ 企業イメージの向上

従業員のメリット
■ 通勤の負担減少
■ 出張・外出等で生じる移動時間の削減
■ 家族と過ごす時間や趣味の時間の増加
■ 集中力が増して業務効率が向上
■ 多様な働き方の実現

経済・社会のメリット
■ 雇用の創出・労働力の確保
■ 地方創生・地域活性化
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【図１】テレワークを導入した（導入しなかったが検討した）理由
※複数回答

生産性向上 13.1%

23.8%

73.8%

18.9%

6.6%

7.4%

4.9%

17.2%

ワーク・ライフ・
バランスの向上

新型コロナ
ウイルスの感染防止

移動時間短縮

人材確保
（採用・離職防止）

長時間労働の是正

仕事と育児・介護の
両立

コスト削減

テレワークには多くのメリットがあります
が、導入する前には環境整備が必要です。本ガ
イドラインを作成するにあたり埼玉県が令和
４年度に実施した「埼玉県内企業テレワーク
実態調査」（アンケート回答数 290 社）による
と、テレワーク導入を検討したきっかけは、新
型コロナウイルス感染予防（73.8％）が最も多
く、感染症対策として急速に導入が進みました
が、以下のような、いくつかの課題が見受けら
れます。

（１）コミュニケーション方法のルール化

アンケートで最も多かった課題は、「取引先
への対応が取れない」（ 23.9％）であり、「社内
のコミュニケーションがとれない」（ 13.9％）
との課題も挙げられました。この課題を解決
するには、社内外におけるコミュニケーション
方法のルール化が必要です。

従業員同士で連絡をとる場合には、Web 会
議サービスやチャットツールが活用できます。
コミュニケーションツールに不慣れな従業員
のためには、連絡用ツールのマニュアルを整備
します。

【図２】テレワークを「継続しなかった」
「縮小し一部継続した」「導入しなかった」理由

※複数回答

機器や通信環境の
整備が進んでいない

情報セキュリティに
不安がある

労務管理、業務の進捗
状況が把握できない

押印が必要な
書類などがある

取引先への
対応が取れない

社内のコミュニ
ケーションが取れない

生産性が低下する 13.9%

13.9%

11.2%

11.2%

18.1%

6.6%

23.9%

出典：令和4年度埼玉県内企業テレワーク実態調査（埼玉県）

また、営業先や取引先企業との連絡方法に
ついては、テレワーク環境下での Web 会議や
メールのやりとりができる環境、さらに見積書
や請求書といった郵便物の管理についてもあ
らかじめ対応を決めておき、郵送や電子データ
によるやりとりの可否、電話での連絡先を伝え
ておく等の準備をするのが望ましいでしょう。

2

テレワーク導入時の課題
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（２）必要なシステムの整備

「機器や通信環境の整備が進んでいない」（ 18.1％）の課題には、テレワークに必要な ICT システ
ムが、技術開発のスピードの加速により、手軽に取り入れられるようになりました。まず、最低限必
要なパソコンを準備し、メール、Web 会議ツール、ファイル共有ツール等のサービスについて無料
版を取り入れ、その結果をみて改善していくことができます。

（３）必要な環境の整備

「生産性が低下する」（13.9％）との課題も挙げられました。テレワークを実施する自宅やサテライト
オフィスなどに、普段の業務を行うための環境が整っていないことが原因の一つとして考えられます。
例えば、オフィスに出勤しないと閲覧できない資料やデータがある、オフィスの電話応対ができない、
押印が必要な業務プロセスがある、自宅ではセキュリティ上の問題があるなど、テレワーク時も従来と
同様の仕事ができる環境でなければ業務が滞ってしまいます。

そのため、書類の電子化 ( ペーパーレス化 )、押印が必要な書類がある場合は押印廃止や電子署名の
導入（決裁プロセスの電子化）、個人の携帯電話への転送機能サービスの導入をすすめます。

また、情報セキュリティへの取組については、情報セキュリティポリシーを定めて従業員向けのセ
キュリティ教育を行うほか、セキュリティ対策済みの wi-fi を配布することも対策の一つです。
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テレワーク導入の大まかなプロセスは下図のとおりです。
テレワークを推進するには、経営企画部門、総務・人事部門、情報システム部門、導入対象部門か

ら責任者と担当者を選出することが望まれます。導入対象部門のトップにリーダーになってもら
い、現場部門のトップ自らがリーダーシップを発揮するとテレワークはスムーズに導入できます。

テレワーク導入プロセス

3

テレワーク導入プロセス
（１）テレワーク導入目的の明示化

（２）責任者と担当者の選出

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

（５）本格導入に向けてのトライアル導入

（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（７）本格導入

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し
　　テレワーク勤務時のルールの整備
　　社内制度（ 就業規則）の改正
　　費用負担の取扱い
　　②環境整備
　　ICTシステムによる環境整備
　　セキュリティ対策
　　使いやすいテレワークツール
　　執務環境整備
      社内における意識改革（教育・研修）

① 現状分析・業務の見直し
② 導入範囲の検討

問題点を発見したら、
（３）と（４）に戻って
制度や業務、ルール
作業環境を見直して
都度改善を繰り返し
ていきます。
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（１）テレワーク導入目的の明示化

テレワーク導入プロセス
（１）テレワーク導入目的の明示化

（２）責任者と担当者の選出

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

（５）本格導入に向けてのトライアル導入

（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（７）本格導入

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し
　　テレワーク勤務時のルールの整備
　　社内制度（ 就業規則）の改正
　　費用負担の取扱い
　　②環境整備
　　ICTシステムによる環境整備
　　セキュリティ対策
　　使いやすいテレワークツール
　　執務環境整備
      社内における意識改革（教育・研修）

① 現状分析・業務の見直し
② 導入範囲の検討

問題点を発見したら、
（３）と（４）に戻って
制度や業務、ルール
作業環境を見直して
都度改善を繰り返し
ていきます。

P8（１）テレワーク導入目的の明示化

テレワークを導入するためには、その目的を
明確にすることが重要です。
「埼玉県内企業テレワーク実態調査」（ P5【図

1】参照）によると、テレワーク導入の目的は、「新
型コロナ感染防止（73.9％）」が最も高く、「移動
時間短縮（ 23.8％）、「ワーク・ライフ・バラン
スの向上（18.9％）」、「仕事と育児・介護の両立

（17.2％）」「生産性向上（13.1％）」となっていま
す。

また、総務省の「通信利用動向調査」によると、
平成 30 年は、テレワーク導入の目的の１位は

「定型的業務の生産性向上」、2 位は「勤務者の移
動時間の短縮」、3 位は「通勤困難者への対応」、
4 位は「勤務者のゆとりと健康生活」、5 位は「人
材の雇用確保・流出防止」となっていましたが、
令和３年の同調査では「新型コロナウイルス感染対症への対応（感染防止や事業継続）のため」の割合
が９割を超えて最も高く、次いで「勤務者の移動時間の短縮」となっています。この内容は「埼玉県内
企業テレワーク実態調査」の回答とほぼ同じとなっており、多くの企業で「新型コロナウイルス感染症
防止」をテレワークの導入目的としていることがわかります。

総務省通信利用動向調査におけるテレワークの導入目的の変化

平成30年調査（抜粋）

56.1定型的業務の
効率性（生産性）の向上

勤務者の移動時間の短縮

通勤困難者（身障者、高齢者、
介護・育児中の社員等）への対応

勤務者にゆとりと
健康的な生活の実現

人材の雇用確保・流出の防止

顧客満足度の向上

非常時（地震、新型インフルエンザ
等）の事業継続に備えて

46.4

48.5
54.1

26.0
22.5

21.7
23.7

18.2

15.3

15.1

16.1

19.1

21.4

0% 20% 40% 60%

平成30年（n=427）
平成29年（n=440）

（複数回答）
テレワーク導入企業に占める割合

令和3年調査（抜粋）

90.5

37.0

31.1

27.9

43.1

68.3

28.4

27.6
29.7

新型コロナウイルス感染症
への対応（感染防止や
事業継続）のため（注１）

動務者の移動時間の
短縮・混雑回避

勤務者のワークライフ
バランスの向上

業務の効率性
（生産性）の向上

非常時（地震、新型コロナ
ウイルス以外の感染症の流行
等）の事業継続に備えて（注２）

令和３年（n=1,329）
令和２年（n=1,166）

（複数回答）
テレワーク導入企業に占める割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（注１）「新型コロナウイルス感染症への対応（感染防止や事業継続）のため」は令和3年調査において新設した選択肢
（注２）令和2年調査においては、「非常時（地震、台風、大雪、感染症の流行など）の事業継続に備えて」として調査

テレワーク
導入の目的

企業の
経営方針

テレワーク導入に成功している企業では、早い段階から企業
のトップ自らがテレワーク導入の目的を明確にして、全社で共有
し戦略的に導入しています。全従業員の関心と協力を得られる
ようにすることが成功の鍵となります。
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また、導入の目的設定にあたっては、目的がその企業の経営方針と密接にリンクしていることも重要
となります。

①生産性の向上 ②外部環境変化への対応 ③人材確保 ④BCP

業務効率改善

労働時間削減

グローバル化対応

企業文化刷新

地方創生

合併対応

離職防止 非常時の
業務継続対応

採用強化

①生産性の向上

業務効率改善

テレワーク導入に際し、業務の棚卸をはじめとして、業務フローの見直しや書類の電子化などが必要
になるため、業務効率改善につながります。

労働時間削減

在宅勤務の実現による移動時間の削減、また、業務フローの見直しや提出書類の電子化によって報
告作業のためにオフィスに戻る必要がなくなるため所定外労働時間を抑制することが可能です。

②外部環境変化への対応

グローバル化対応

グローバル化が進み、国内企業とのやり取りだけでなく、海外企業との連携も日常化しています。企
業は激しい時代の変化への対応に迫られています。テレワーク導入に際し、業務フローや働き方を見
直すことで時差や距離を超えてのやり取りが可能となり、従業員が国を超えて活躍することを推進で
きます。

企業文化刷新

テレワーク導入に向けて制度・仕組の刷新が必要になるため、従業員の自律性や主体性が求められ、
企業文化の刷新につながります。

地方創生

テレワークを活用することで、場所にとらわれずに同じ仕事をすることができ、都市部から地方への
人や仕事の流れを創出し、地方創生の実現に寄与することができます。

合併対応

オフィスの拠点が離れている企業が合併した場合や連携する場合に、テレワークを活用することで
コミュニケーション促進や業務効率化を図ることができます。
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③人材確保

離職防止

テレワークは時間や場所にしばられず柔軟な働き方ができるため、育児や介護などをしながらでも
継続して勤務が可能になり、働く意欲があっても家庭の事情などで十分な労働時間を確保できない従
業員の離職を防ぐことができます。

採用強化

テレワークを導入している職場であることは、従業員の働きやすさに配慮してワーク・ライフ・バ
ランスの実現を重要視している企業であるとのイメージにつながるため採用力強化が期待できます。

④BCP

非常時の業務継続対応

自然災害、事故、システム停止等による公共交通機関の混乱により従業員がオフィスに出社すること
ができない場合でも、テレワークを導入することで在宅勤務により事業を継続することができます。

また、パンデミックの発生時には、テレワークの活用により他人との接触を防ぐことができるため、
感染拡大を抑止できます。

テレワーク導入プロセス
（１）テレワーク導入目的の明示化

（２）責任者と担当者の選出

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

① 現状分析・業務の見直し
② 導入範囲の検討

（５）本格導入に向けてのトライアル導入

（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（７）本格導入

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し
　　テレワーク勤務時のルールの整備
　　社内制度（ 就業規則）の改正
　　費用負担の取扱い
　　②環境整備
　　ICTシステムによる環境整備
　　セキュリティ対策
　　使いやすいテレワークツール
　　執務環境整備
      社内における意識改革（教育・研修）

P10（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

問題点を発見したら、
（３）と（４）に戻って
制度や業務、ルール
作業環境を見直して
都度改善を繰り返し
ていきます。

（２）責任者と担当者の選出

経営企画部門、人事・総務部門、情報システム
部門、導入対象部門などから責任者と担当者を
選出します。

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲
の検討

経営企画部門、人事・総務部門、情報システ
ム部門、導入対象部門などの責任者と担当者
が中心となり、現状の業務分析を行い、それに
よって、テレワーク導入範囲の明確化を行いま
す。業務分析のチェックポイントは、次のとお
りです。
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①現状分析・業務の見直し

業務時間の把握

各業務にかかる時間がどれくらいかを把握します。

使用文書の確認・紙書類の電子化

どのような書類を利用しているか、紙か電子か、電子化の必要な書類はどれくらいあるかを確認
します。テレワークを実施する上では、文書の電子化は必要不可欠です。既存の文書をどのように
するかが課題となります。しかし、全ての文書を電子化するには膨大な時間と費用がかかるため、ど
のような文書を電子化し、どのような文書は紙のままにするかを選別することが必要になります。
例えば契約書や契約に関する資料など頻繁に参照する必要のある文書は、電子化により必要な書類
を探しやすくなり、業務効率化につながるといったメリットもあります。オフィスで仕事をする上
でも効果的です。

システム・通信インフラの確認

テレワークでも実施可能なシステムがそろっているか、通信インフラ（インターネットやスマー
トフォンに用いられる通信回線）、セキュリティは確保されているかを確認します。

個人情報の保護

業務上取り扱う個人情報にはどのようなものがあるかを確認します。業務を行う環境が変わって
も、大事な情報を扱うということに変わりはありません。パソコンやネットワークの設定、作業する
場所などの環境を整備します。各企業の規程や業務に応じた対策等を確認します。

②導入範囲の検討

現在の業務

現状で可能な
テレワーク業務

対策実施により
テレワーク
可能となる業務

実施困難な業務

テレワークでも
支障なく実施で
きる業務

文書の電子化や
コミュニケーショ
ン環境（Web会議
導入）、セキュリ
ティ対策の実施
などによってテレ
ワークが可能とな
る業務

機械の操作を必
要とする業務、人
と対面すること
が必要な業務な
ど

テレワーク導入に向けて、業務を右
の図のように 3 つに分類します。

対象者の検討

テレワークが実施可能な従業員と実
施困難な従業員との不公平感の解消は
テレワークを進める上で企業の重要な
課題のひとつです。テレワーク導入初
期の段階では不公平感を生じさせない
ために、①対象者を「時間制約のある従
業員」に限定する、②テレワーク可能な
従業員についても「週〇日・〇時間ま
で」等と限定する配慮が必要です。

また、テレワークの実施が困難な現場業務においても、紙ベースのマニュアルや業務報告を電子
化し、業務効率化を全社で進めることで他部門との連携をしやすくし、テレワークが実施可能な従
業員と実施困難な従業員とで格差が生じないようにする工夫が必要です。
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また、テレワーク導入が進むと課題として生じることの多い、コミュニケーション不足によるメ
ンタルヘルスの不調への対策も含めて、企業は従業員の声をよく聞いた上で、コミュニケーション
促進のための積極的な対策を実行する必要があります。例えば、テレワークを導入するにあたり、書
類の電子化やツールの活用、体制整備等だけでなく、従業員のコミュニケーション促進を目的とし
たコミュニケーションツールの導入やメンタルヘルス面を考慮した健康経営※もテレワークの推進
に必要な検討事項・プロセスになってきています。

近年は、新型コロナウイルス感染症対策、非常時（地震、台風、大雪、新型コロナウイルス以外の感
染症の流行など）の事業継続に備えることがテレワーク導入の目的となり、BCP※は企業活動の継続・
発展に必要不可欠であるため、全従業員をテレワークの対象者にすることが望まれます。
※健康経営：従業員等の健康管理を経営的な視点で考えて戦略的に実践すること
※ BCP（BusinessContinuityPlan）：非常時でも業務が継続できるような方策を用意し計画すること

テレワーク導入プロセス

（５）本格導入に向けてのトライアル導入

（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（７）本格導入

（４）導入に向けた具体的な推進方法

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し
　　テレワーク勤務時のルールの整備
　　社内制度（ 就業規則）の改正
　　費用負担の取扱い
　　②環境整備
　　ICTシステムによる環境整備
　　セキュリティ対策
　　使いやすいテレワークツール
　　執務環境整備
      社内における意識改革（教育・研修）

（１）テレワーク導入目的の明示化

（２）責任者と担当者の選出

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

① 現状分析・業務の見直し
② 導入範囲の検討

P12

問題点を発見したら、
（３）と（４）に戻って
制度や業務、ルール
作業環境を見直して
都度改善を繰り返し
ていきます。

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し

テレワーク勤務時のルールの整備

在宅勤務でも部分在宅勤務にするのか、終日
在宅勤務にするのか、その両方か。頻度はどう
するのか、週に 1 日程度にするのか、3 日以上
も可能とするのか。テレワーク勤務時に申請
を必要とするか。必要とする場合は、誰が承認
するか（上司・人事部門）等についてルールを
決めます。さらに日常の勤務申請をどのよう
にするのか、いつ申請するのか、前日までで良
いのか等を決めることも必要です。

社内制度（就業規則）の改正

週に１、２日程度の在宅勤務であれば、勤務制度を大きく変える必要はないため、就業規則本体は
変えずに「テレワーク勤務規程」を作成している企業が多いようです。テレワーク勤務規程を別途
作成することで、テレワークに関するルールを集約できるというメリットがあります。

就業規則とテレワーク勤務規程の関係

給与規程

退職金規程

旅費規程

その他の規程

テレワーク勤務規程

テレワーク勤務規程は就業規則の一部とされる

就業規則

〇〇株式会社

在宅勤務規程

サテライトオフィス勤務規程

モバイル勤務規程

出典：厚生労働省「テレワークモデル就業規則～作成の手引き」
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費用負担の取扱い

テレワーク時の費用負担についてあらかじめ十分に話し合い、明確なルールをつくり、従業員に
対して丁寧に説明することが必要です。テレワークの導入によって、費用が発生する例としては次
のようなものが考えられます。

費用の種類 対応例

情報通信機器 パソコン本体・周辺機器、
携帯電話、スマートフォン 会社から貸与しているケースが多く、基本的には全額会社負担としている

通信費

インターネット Wi-Fi ルーター貸与、データ通信 SIM 契約等の費用について会社負担としているケース
が多い

電話 携帯電話を会社支給、または個人のスマートフォンの請求を私的利用と会社利用に分け
て請求システムを導入しているケースが多い

水道光熱費 電気、水道 業務使用分との切り分けが困難なため多くの企業では自己負担としているが、在宅勤務
の日数が多い場合にはテレワーク勤務手当に含める等、企業が補助することが望ましい

②環境整備

ICTシステムによる環境整備

自宅やサテライトオフィスなど本格的にテレワークする環境では、インターネットにつながった
パソコンが必須です。

◆在宅勤務・サテライトオフィス／コワーキングスペース勤務の場合
・ 会社支給のパソコン（持ち出すならシンクライアント※が望ましい）
・BYOD（BringYourOwnDevice）個人が所有しているパソコン
・貸パソコン（サテライトオフィスなどで備え付けのパソコン）
などがあります。
※シンクライアント：パソコンに必要最小限の処理をさせ、ほとんどの処理をサーバ側がする。ハードディスク非搭載の製品もあり、端末紛失時のデータ漏洩のリスクが低い。

◆モバイルワークの場合
・会社支給のスマートフォン、タブレット、ノートパソコン（シンクライアントが望ましい）

メールチェック、スケジュール確認、チャットなどは、スマートフォンでも十分可能です。Web
会議やリモートデスクトップなどをスマートフォンで実行している例もあります。

タブレットやノートパソコンを用意すると、スマートフォンよりも画面が大きいため、資料作成
や業務ツールでの簡単な処理が可能です。

セキュリティ対策

テレワークはセキュリティの管理が難しいと思われがちですが、各ツール・製品・サービスでも
個別の対策が取られています。

また、リモートデスクトップ方式や仮想デスクトップ方式（ Virtual Desktop Infrastructure）、
クラウドサービスなどを利用すれば、社外であってもセキュリティを確保した上で業務を行うこと
が可能です。
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使いやすいテレワークツール

テレワーク勤務では、社内の部署内や、従業員同士のコミュニケーションが少なくなることで、会
議で課題や新たな提案について話し合うことが少なくなる、あるいは、従業員同士の互いの想いを
話す機会が少なくなるなどの不安があります。コロナ禍以降、急速に技術が進んだ Web 会議シス
テムやチャット、メールなどの ICT ツールを効果的に利用すれば、社内にいるのとそれほど変わら
ないコミュニケーションを取ることができるようになります。
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ア）.E メール.
携帯電話 タブレット

パソコン

メール送受信

スマート
フォンほとんどの企業で導入されており、社内・社外を含めた業

務コミュニケーションの中核ツールです。現在利用中のメー
ルサーバのシステムが、外部からの接続が難しい等、テレ
ワークへの対応が難しい場合には、他のメールサービスへの
転送や、新たなメールサービスの導入を検討します。

イ）.ビジネスチャットツール.
会話のように、単文のやりとりを行うソフトウェアです。

3 名以上のグループでやりとりをすることもできます。デ
ジタルネイティブと呼ばれる SNS を使いこなす世代や IT
リテラシーの高い技術者などは、チャットによるコミュニ
ケーションを使いこなしており、電話やメールより優先して
チャットを活用する例もみられます。

ウ）.Web会議ツール.
チャットツールでのコミュニケーションをベースにする

としても、対面（ Face to Face）で会話が必要となる場面も
あります。Web 会議ツールを使用することで気軽に対面コ
ミュニケーションと同じように会話が可能になり、移動にか
かる時間と交通費の削減にもつながります。画面共有も可能
なので、作業の指示も資料を共有しながら確認ができます。
ビジネスチャットツールやグループウェア等のサービスの
一部に含まれる例も多くなっています。

エ）.情報共有ツール（データ共有）.

同期

インターネット上にファイルを保存できる「オンラインス
トレージサービス」を使用することで、大容量ファイルの円
滑なやり取りが可能になります。メール添付では送信できな
い大容量のファイルを離れた利用者同士でやり取りする場
合や、文書の編集業務を複数名で行う必要があるときに導入
します。一定容量までは無料のサービスもあります。

オ）.文書の電子化（ペーパーレス化）.
テレワークを実施するには、業務のペーパーレス化が必要

になります。既存の紙文書のペーパーレス化に取り組むに
は、電子文書化アプリを検討することが望ましいでしょう。
電子文書化ツールは、ネットワークを介して文書を扱えま
す。
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カ）.勤怠管理ツール.

2023年3月1日 (水)

09:49 ●勤務中
出勤 退勤

2023年3月1日 (水)

09:49 
●勤務中

出勤 退勤

テレワークを実施するなかで、必要性を感じた段階で導入
を検討します。勤怠管理ツールを導入することで、テレワー
ク中の勤務時間が正確に確認できます。また、複数のツール
を連携させることで、給与計算や給与明細の発行などの業務
をスムーズに行うことができるようになります。

キ）.在席管理ツール.
在席状況確認については、ビジネスチャットツールやグ

ループウェアを利用することもできますが、さらに、同僚が
すぐそばにいるかのように仮想空間内に人を配置し、より通
常の働き方に近づけるように工夫した仮想オフィスツール
や、勤務時間の集計・スケジュール管理・タスクの集計機能
で勤務内容を可視化することで状況を把握するツールがあ
ります。それぞれ必要に応じて導入を検討します。

ク）.タスク管理ツール.
テレワークを実施する上で、メンバーのタスクがどこまで

進んでいるのかを可視化することは重要です。業務全体が把
握でき、タスクの優先順位が明確になり、指示を出す側も、良
いタイミングでアドバイスすることも可能となります。

ケ）.ナレッジ共有ツール.
テレワークでノウハウが属人化されやすいという問題点

を解決するためのツールとして、ナレッジ共有ツールがあり
ます。ナレッジ共有システムを活用することで、ナレッジが
社内に蓄積されていきます。社内のナレッジが一箇所に集約
されることで、テレワークを行う人もいつでもどこでもすぐ
に検索が可能になります。
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執務環境整備

テレワークを行う環境（自宅等）は、オフィスで業務を行う場合と同じようにシステムや執務環境
の安全に配慮した作業環境になることが望まれます。

必要な場合には、企業と従業員が協力して改善を図り、サテライトオフィスの他、次第に増加しつ
つあるコワーキングスペース等の活用を検討します。

自宅等でテレワークを行う際の作業環境の整備について
照 明

室温・湿度

部 屋

窓

■ 作業に支障がない十分な明るさにすること
　  （参考:事務所則第10条、情報機器作業ガイドライン）
　  机上は照度300ルクス以上とする

■ 作業等を行うのに十分な空間が確保されているか　
　  （参考:事務所則第2条）設備の占める容積を除き、10㎥以上の空間とする

■ 転倒することがないよう整理整頓されているか

■ 空気の入れ換えを行うこと
■ ディスプレイに太陽光が入射する場合
は、窓にブラインドやカーテンを設け
ること

　  （参考:事務所則第3条、情報機器作業ガイドライン）

■ 冷房、暖房、通風などを利用し、 作業に適し
た温度、湿度となるよう、 調整をすること

　  (参考:事務所則第5条、情報機器作業ガイドライン)
　  室温17℃～28℃、相対湿度40%～70%を目安とする

机・椅子・PC
■ 目、肩、腕、腰に負担がかからないよう、机、椅
子や、ディスプレイ、キーボード、マウス等を
適切に配置し、無理のない姿勢で作業を行う
こと

　  （参考:情報機器作業ガイドライン）

出典：厚生労働省「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」（2021年３月）

社内における意識改革（教育・研修）

テレワークによる効果を高めるには、導入時の教育・研修が必要です。目的は主に二つあります。
１. 社内の認識の共有、意識改革を図るための啓発
２. 円滑に業務を実施するためのガイダンス

なぜ、自社がテレワークを実施するのか、その目的と必要性を従業員全員が理解することが必要
です。そして、組織全体でテレワークを有効活用して、業務の生産性を上げ、従業員の生活の豊かさ・
幸福感につなげることが望まれます。

研修項目（例）

●テレワークとは
●自社としてのテレワークの位置付け

●導入計画／導入の流れ
●導入による働き方改革

テレワークの実施の流れと、周囲の体制について理解します。関連する社内規程や実施の手続き
の他、特に、テレワーク時の業務管理と評価、コミュニケーションの取り方について、利用者やその
周囲の疑問を解消しておきましょう。
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研修項目（例）

●社内規程及び手続き
●テレワーク環境での勤怠管理、業務管理

●テレワークの際の従業員の指導や育成の方法
●人事評価

特に、初めてテレワークを導入する場合、利用者や周囲が環境に慣れるまで、コミュニケーションや
ツールの操作が思うようにいかないなど、様々な問題が起こり得ます。そうした時、テレワークを実際
に利用する現場から積極的な意見や創意工夫が得られる機会を作りましょう。

研修項目（例）

●テレワークに関わるシステム及びツールの 
使用・操作方法

●情報セキュリティ（ツールの利用上の注意）

●テレワーク時の連絡方法（トラブル発生時の 
問合せ先を含む）
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（5）本格導入に向けてのトライアル導入

テレワーク導入プロセス

（５）本格導入に向けてのトライアル導入

P19（５）本格導入に向けてのトライアル導入

（１）テレワーク導入目的の明示化

（２）責任者と担当者の選出

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（７）本格導入

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し
　　テレワーク勤務時のルールの整備
　　社内制度（ 就業規則）の改正
　　費用負担の取扱い
　　②環境整備
　　ICTシステムによる環境整備
　　セキュリティ対策
　　使いやすいテレワークツール
　　執務環境整備
      社内における意識改革（教育・研修）

① 現状分析・業務の見直し
② 導入範囲の検討

問題点を発見したら、
（３）と（４）に戻って
制度や業務、ルール
作業環境を見直して
都度改善を繰り返し
ていきます。

本格導入に向けて、トライアル（試行導入）、
効果測定を行い、本格導入に臨みます。トライ
アルを通じて、本人の評価、上司・同僚の評価、
チームの評価を行い、現状のまま継続するか、
範囲を縮小して継続するか、拡大して継続する
かを検討します。その際、テレワーク実施頻度
のルール、申請・承認方法や業務の内容、テレ
ワーク時の連携方法についても評価を行いま
す。

（6）効果測定（問題点の発見／改善）

テレワーク導入プロセス

P20（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（７）本格導入

（５）本格導入に向けてのトライアル導入

（１）テレワーク導入目的の明示化

（２）責任者と担当者の選出

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し
　　テレワーク勤務時のルールの整備
　　社内制度（ 就業規則）の改正
　　費用負担の取扱い
　　②環境整備
　　ICTシステムによる環境整備
　　セキュリティ対策
　　使いやすいテレワークツール
　　執務環境整備
      社内における意識改革（教育・研修）

① 現状分析・業務の見直し
② 導入範囲の検討

問題点を発見したら、
（３）と（４）に戻って
制度や業務、ルール
作業環境を見直して
都度改善を繰り返し
ていきます。

テレワーク導入前後で比較し、評価を行います。

・顧客対応（顧客対応回数、顧客対応時間、顧客
訪問回数、顧客訪問時間）

・残業時間（所定外労働時間をテレワーク対象
者とそれ以外の従業員で比較）

・事務効率（伝票等の処理件数、企画書等の作
成件数、企画書等の作成時間）

・オフィスコスト（オフィス面積、賃貸料、コ
ピー・プリント費用、改修費）

・移動コスト（移動時間・交通費、燃料費）
・情報通信コスト（情報システム保守費用、通

信費用）
・顧客満足度
・従業員満足度
・コミュニケーションの頻度・質
・情報セキュリティ意識の徹底度
・業務の自律性
・働き方の質（仕事への満足度、通勤疲労度、働き方への満足度）
・生活の質（家族との団らん、趣味・自己啓発の充実度、育児・介護のしやすさ）
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(7) 本格導入

テレワーク導入プロセス

P20（7）

（７）本格導入

（６）効果測定（問題点の発見／改善）

（５）本格導入に向けてのトライアル導入

（１）テレワーク導入目的の明示化

（２）責任者と担当者の選出

（３）現状分析・業務の見直し、導入範囲の検討

（４）導入に向けた具体的な推進方法

①ルール・制度の見直し
　　テレワーク勤務時のルールの整備
　　社内制度（ 就業規則）の改正
　　費用負担の取扱い
　　②環境整備
　　ICTシステムによる環境整備
　　セキュリティ対策
　　使いやすいテレワークツール
　　執務環境整備
      社内における意識改革（教育・研修）

① 現状分析・業務の見直し
② 導入範囲の検討

問題点を発見したら、
（３）と（４）に戻って
制度や業務、ルール
作業環境を見直して
都度改善を繰り返し
ていきます。

トライアル導入、効果測定により狙った効果
が確認できたら、本格導入です。本格導入後も
定期的に効果測定を繰り返し、必要に応じて項
目を修正・追加することで、より良い環境の構
築が実現できます。
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１. 教育・学習支援業の現状

教育・学習支援業は、学校教育を行う事業所
とその他の教育・学習支援業とに大別されま
す。総務省統計局産業分類一覧が示すように
業種や業態は多岐にわたります。

年々深刻化する少子化によって業界的には
縮小の傾向にあります。文部科学省学校基本
調査によると、出生率の低下から小学校の児童
数は1981年以降減少し続けており毎年1.5％
程度減少しています。1951 年の約 2 万 7 千
校から、2021 年には約 1 万 9 千校と、3 割減
少しています。

大学進学率は 2010 年度までは上昇傾向で
推移し、そのため大学数は 800 を超えました。
しかし、今後 18 歳人口が減少するため大学等
の経営環境は厳しくなっていくと考えられま
す。特に、全国の私立大学における定員割れ学
校数の割合は上昇傾向で推移しています。

学校教育業の縮小は学習支援業にも大きな
影響を与えています。学習支援業のうち、職業・
教育支援施設、学習塾、教養・技能教授業に分
類される業種の事業所数、従業者数をみると、全国で学習塾数が最も多く、売上高も全国の 2 割を超
える東京都の事業所数は約 4,000 か所、従業員は約４万８千名となっており、その大半が民営です。

２. 教育・学習支援業の課題

経済産業省作成の第３次産業活動指数によると、学習塾指数は 2015 年を 100 とした場合、2019
年までの動きは緩やかな上昇傾向にありました。一方、学習塾の受講生徒は、学齢期の小学生と中学生
が中心です。総務省の人口動態調査等によると学齢期に該当する年齢層の人口の推移に沿って受講生
徒も年々減少しています。

日本の少子化の原因としては、非婚化・晩婚化・晩産化、あるいは、女性の社会進出・価値観の多様
化、さらには日本経済の低迷があります。特に経済格差は教育格差につながって、教育格差はさらなる
経済格差に発展していきます。文部科学省が推進する「 GIGA（ Global and Innovation Gateway 

4

教育・学習支援業の現状と課題

全国の学校数（学校基本調査）
小学校 中学校 高等学校 短期大学 大学

1951 26,741 13,836 4,477 180 203
1961 26,056 12,849 4,602 290 250
1971 24,540 10,839 4,791 486 389
1981 25,005 10,810 5,219 523 451
1991 24,798 11,290 5,503 592 514
2001 23,964 11,191 5,479 559 669
2011 21,721 10,751 5,060 387 780
2021 19,336 10,076 4,856 315 803

出典：e-Stat 統計で見る日本「文部科学省学校基本調査」

教育・学習支援業の分類
学校教育 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育

学校、特別支援学校、高等教育機関（大学・大
学院等）、専修学校、各種学校、管理・補助的
経済活動を行う事業所、学校教育支援機関

その他の教育・
学習支援業

社会教育（公民館、図書館、博物館、美術館、
動物園、植物園、水族館、青少年教育施設、社
会通信教育、その他の社会教育）
職業・教育支援施設（職員教育施設・支援業、
職業訓練施設、その他の職業・教育支援施設）、
学習塾、教養・技能教授業（音楽教授業、書道
教授業、生花・茶道教授業、そろばん教授業、
外国語会話教授業、その他の教養・技能教業、
他に分類されない教育、学習支援業）

出典：総務省統計局平成 28 年経済センサス - 活動調査 産業分類一覧
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for All）スクール構想」では、児童生徒一人一台端末と学校における高速大容量の通信ネットワーク整
備を一体的に行うことで、特別な支援を必要とする子供を含め、多様な子供たちを誰一人取り残すこと
なく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育 ICT 環境を実現する、としてい
ます。現場のオンライン化の推進は日本にとって重要な課題と捉えられています。

オンライン化に向けた準備として、児童生徒の端末整備支援、学校ネットワーク環境の全校整備、
GIGA スク―ルサポーターの配置、家庭でのオンライン学習環境の整備、学習者用デジタル教科書普
及促進、オンライン学習システムの全国展開、教育データ等の利活用推進等が実施されています。この
施策は新型コロナウイルス感染症発生前から計画されていましたが、新型コロナウイルス感染症に
よって推進スピードが加速されました。

先進国の中では遅れているといわれてきた教育・学習現場での ICT 活用によるテレワーク導入も、
新型コロナウイルス感染症の流行で一気に進んだかに見えますが、新たな教育機会のばらつきや学力
の格差が懸念されました。休業期間中の家庭学習については、学校から課題が出され教員による指導・
学習状況の把握も求められましたが、低学年ほど保護者が子供の勉強を見なくてはならず、保護者の
家庭学習の負担の重さが問題視されました。特に困窮家庭の生徒は、保護者がそもそもパソコンワー
ク経験のない場合も多く、生徒のオンライン授業を支援することもままなりません。一方、高所得家庭
では、学校閉鎖中も学習塾やオンライン学習等の外部資源を取り入れながら家庭学習を進めていたり、
ICT 環境の整った私立学校へ通学している生徒が多い状況です。

そこで、今後は、生徒の家庭環境を背景とする「教育格差」を是正する策として、ICT 学習支援等の需
要は高まることが予想されます。この課題は生徒側だけでなく教員側にも存在します。帰宅後のサー
ビス残業につながる等教員の負担が増え、さらに、ICT やインターネットの知識やスキルによって授業
テキストや授業そのものの質の面で格差が生じました。

埼玉県が実施した「埼玉県内企業テレワーク実態調査」では、教育・学習業の 60％が「テレワークの
導入を検討自体したことがない」と回答し、その他にも 20％以上が導入には前向きではない印象の回
答をしています。背景には、従業員数 30 人以下の中小零細事業所が 80% 以上を占め、その関係から
か、機器や通信環境の整備が進んでいない状況が見られます。経営課題でのバラツキは業種・業態の
多様化の影響だと考えられ、その結果テレワーク導入の目的の分散にも反映が見られます。

IT リテラシー教育こそが、教育格差縮小を目指して ICT の活用やオンライン授業の導入を進めてい
る日本の教育・学習支援業の喫緊の課題だと考えられます。
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１. テレワーク活用で解決につながる経営課題

教育・学習支援業における経営課題を確認しましたが、このような中で、テレワークの活用で解
決につながる経営課題は何でしょうか。

（１）生産性向上
テレワークを活用するメリットとして、「仕事上の場所的、時

間的制約の減少」があります。これは、「どこでも、いつでも仕
事が可能」という状態が実現できることであり、仕事の生産性
が向上し、経費を削減する効果があります。

例えば、外勤が中心の従業員が、会議への参加や書類への押
印、業務報告等のために出社する必要がなくなり、移動に要し
ていた時間を別の業務に充てることができます。交通費など
の経費が削減できるほか、より集中できる環境で仕事をすることで、時間あたりのアウトプットを
増やし生産性向上につなげることができます。

（２）人材確保
次に、テレワークを活用することで得られるもう一つのメ

リットとして「多様な働き方の実現」があります。テレワーク
を実施することにより「子育て」や「介護」といった従業員の家
庭事情の変化へも柔軟に対応できるようになります。「子育て」
や「介護」によりフルタイムでの勤務が難しくなっても、在宅
勤務により仕事との両立が可能になれば、優秀な従業員の離職
を防げるでしょう。

また、「人材採用」の面においても、いまや新卒者も転職者も会社選択時のチェック項目として「テ
レワーク実施企業」を一つの選択基準としていることが多く、テレワークを導入していない企業に
比べて有利になることは間違いのないところです。また会社への出勤が難しい遠方の地区での優秀
な人材の採用も可能になります。

（３）教育・学習支援業特有の経営課題
一般的な経営課題に加え、教育や学習の機会の観点からの特有な課題が考えられます。
グローバル化が進み、さらに新型コロナウイルス感染症の世界的流行がなかなか終息しない現

在、サービスの質に関係する経営課題と、サービスの選択に関係する課題とがあります。
サービスの質に関係する経営課題は、さらにサービスを提供する側の課題と受ける側の課題に大

5

課題解決等につながるテレワークの活用方策
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別されます。新型コロナウイルス感染症の流行によって、世界的に見ると出遅れていた日本の義務
教育や高校・大学での ICT 活用並びにテレワーク導入も一気に進んだように見えます。しかし、サー
ビスを提供する側の課題として、オンライン授業に慣れている教師か否かでサービスの質に大きな
差異が見られます。ZOOM 等を用いての発表形式の授業は可能でも、現実のクラスでのグループ
ワークや討論等を組み込んだアクティブ・ラーニングに慣れている教師の提供する授業とそうで
ない教師の授業では、質の差は歴然であり、教育効果にも差がでることが予想されます。そもそもパ
ソコンやパワーポイント等のアプリをうまく使いこなせない場合もあるでしょう。

一方、サービスを受ける側の課題として、オンライン授業を受ける環境が整っているか否かで、
サービスの質は変わってきます。ここでいう環境とはパソコンやインターネット環境だけをいうの
ではなく、保護者の支援の有無（在宅か、保護者自身が知識やスキルがあるか）も関係してきます。
個人塾等では、生き残りにもつながる大きな課題であることが予想されます。

したがって、サービスの質の向上のためには、教育双方への IT 研修や支援者派遣等が不可欠と言
えます。

次に、サービスの選択に関係する経営課題について見てみましょう。地理的な制約から学習環境
が整わなかった地域においても情報技術の発展によって、学校・専門学校・予備校・塾・研修運営
会社等のオンライン授業やセミナー等を受講しやすくなりました。テレワークによって教育・学習
の機会は広がってサービスを受ける側のメリットが増えました。いつでもどこでもパソコン等と
ネット環境さえあれば、の時代が到来しました。一方、サービスを提供する側の競争は今後激化し、
国内に留まらず国外さえもが競争相手になるというデメリットも見逃せません。

少子化時代では、テレワーク導入によって事務・管理作業等の業務量を減らしつつ、ピンチをチャ
ンスに変えるために、国内外に広くサービス提供の機会を増やすことが経営課題としては大切だと
言えます。

２．業務フローのどこにテレワークを導入すべきか

（１）業務フロー電子化のメリット
業務フローは各部署等で行っている業務プロセスの見える化のために作成するフロー図のことで、

業種・職種・業務等の組み合わせによって無限に存在します。一見厄介な業務フローですが、業務フロー
を整理、電子化すれば、テレワークで活用することができます。

社内で扱われる業務には一連の流れや手続き
が存在します。これらの流れは普段意識するこ
となく進められているため、実は無駄な工程が
含まれている場合もあります。業務フローを見
える化し電子化することでテレワークへ移行で
きるほか、業務効率化につなげることができる
のです。

（２）効率化できる社内業務とは
業務フローの電子化によって効率化できる

社内業務としては、一般的に大きく以下の二つ

証憑書類を
綴って保管

紙資料を
監査書類の捜索

スキャン、
スマホ撮影で取込

データを
遠隔地からでも
監査可能

データを検索

Before

After
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が考えられます。
①申請・承認フローの構築

グループ内での物品購入から大きなプロジェクトの社内決裁まで、申請・承認フローは社内に
数多く存在します。これらの申請・承認の順番や優先度、最終決裁権者などを整理することで複
雑な決裁ルートをシンプル化することができます。
②契約書雛型などのフォーマットの管理

社内で共通利用する契約書や申請書の雛型などを整理し一元管理しておくことで、フォーマッ
トの改版、検索、利用の業務をスムーズに進めることができるようになります。

教育・学習支援業における業種特有の業務フロー事例
2013 年にオックスフォード大学が「 10 年～ 20 年後には 47％の仕事が AI（人工知能）に取っ

て代わられる」という研究結果を発表しました。教育・学習業は AI 化でも消えない業種の上位に
位置しています。教師は担任する子供たちとコミュニケーションを取りながらそれぞれの個性・適
性を考慮して、臨機応変に進路指導や生活指導を行うからがその理由として示されています。

そのことから、一方的な授業や講義等をオンラインで実施するだけでは、質の向上と機会の拡大とい
う経営課題を達成することは困難です。やはり、対面での生徒等のコミュニケーション、進路指導・生
活指導は心理効果も相乗効果として期待できるため、課題達成のためには効果的だと考えられます。

対面をテレワークに切り替えることができる業務として、「出欠管理・成績管理」「オンライン授
業」「保護者を加えた三者面談」「家庭訪問」等があげられます。出欠管理等、教師自らしなくても、ID 
や個人を特定する顔認証システム等を用いた自動把握も可能で、システムの開発も進んでおり実施
例も多く存在します。保護者を交えてのオンラインでの進路指導や生活指導では、忙しい教師と保
護者の双方にとって、時間等の節約になります。

３．どの職種・部門でテレワークを活用すべきか

（１）どの職種にテレワークが導入されているか
テレワークの実施は、職種・部門によって差があります。国土交通省による「令和 3 年度テレワー

ク人口実態調査」によると、職種別にテレワークを導入している割合が高いのは、「研究所職」「営業」
「管理職」「専門・技術職」となっており、これらの職種はテレワークに向いているといえます。例え
ば、営業は、商談等でクライアントとの接点を担いますが、主にクライアント先でのアポイントであ
り、昨今では Web 会議ツールが浸透しオンライン型営業も増加しています。

（２）テレワークに向く職種の共通点
①職場に行かなくてもできる職種

基本的に一人で作業が完結できる仕事で
あり、パソコンやインターネット環境が揃っ
ていればできる仕事や現場で作業する必要
がない職種が向いているといえます。
②セキュリティ面で問題のない職種

個人情報や機密情報などを取扱わない職
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種やセキュリティ対策がしっかりと取れている職種であれば、テレワークでも安心といえます。
③業務の成果物が明確

テレワークは、上司等が直接部下の仕事ぶりを目にすることはできません。完成したシステム、
書類、デザイン等を目に見える形で成果が提示できる職種が向いているといえます。

（３）テレワーク活用の拡大へ
主に現場作業がメインである職種は全面的なテレワークの導入は難しいといえます。
また、紙の書類を多く取り扱う業務もテレワークには不向きです。ただし、これらの職種や業務に

おいても、会議に Web 会議ツールを活用することで、テレワークの導入に近づけることができま
す。また、紙を多く扱う業務でもペーパーレス化の検討が必要です。

教育・学習支援業種特有のテレワークできる職種
どんな職種がテレワークに適しているか見ていきましょう。
・教育業：教師、事務、養護教諭、スクールカウンセラー、ほか
・学習業：講師、事務、キャリアカウンセラー、ほか

４．コロナ禍で顕在化した課題と留意点

コロナ禍においてテレワークの活用が加速する中、様々な課題が報告されており、予め留意点を
確認しておくことで、今後は着実なテレワーク化を進めることができます。ここではそういった課
題と留意点を整理しておきます。

（１）導入の課題と留意点
①テレワークに向いた業務がない

テレワークの導入自体が難しい企業もありますが、このような企業でも経理・人事・総務など
のバックオフィス部門なら、在宅勤務に切り替えられます。
②従業員間・部門間の不公平感

一つの企業内でも、テレワークがしやすい部門とそうでない部門が必ずあります。従業員に不
公平感を感じさせないケアが必要です。
③セキュリティ上の課題

テレワークでは、持ち運びに便利なノートパソコンなどを使用することがほとんどです。保管
情報内容に応じたセキュリティ対策を検討する必要があります。
④コスト上の課題

テレワーク導入時は、従業員のテレワーク環境も含め、必要なシステムの準備にコストがかか
ります。補助金等の活用も含めた予算化が必要になります。

（２）生産性関連の課題と留意点
①コミュニケーションの方法

少し話しかけるといった気軽なコミュニケーションが取れなくなりますので、SNS の併用等に
よる新たなコミュニケーションスタイルの構築が必要です。
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②紙の決裁や資料の存在
紙による決裁や資料が残存すると逆に生産性が低下します。オンラインによるワークフローシ

ステムを整えてからテレワークに移行することが望ましいです。
③業務の進捗管理

リアルタイムでの進捗状況の把握には、タスク管理ツールの活用が有効となります。

（３）労働時間関連の課題と留意点
①在籍の管理

長時間の離席や作業中断の発生を防ぐため、在籍管理ツールを導入し、リモートワーク者に管
理ツールの導入を周知するといった対応を行います。
②長労働時間防止

労働時間とプライベートな時間の線引きが曖昧となり、長労働時間となるのを防ぐため、始業・
終業の報告をメール等にて行い労働時間管理を確実に行うことが必要となります。

（４）その他
①人事評価

テレワークでは部下の働きぶりを確認しづらくなります。従来の評価基準を適用するか、目標
管理や成果主義を導入した方がよいかの検討が必要になります。
②健康阻害

テレワークにおいては運動不足に陥りやすくなります。テレワーク利用従業員の健康管理にま
で目を向けると万全です。
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ここまで、経営課題の解決につながるテレワーク活用方策を確認してきました。
この章では実際にテレワークの活用推進に取り組んだ県内企業の事例を御紹介します。

テレワークシステムを活用して、
効率的で多様な働き方を可能にし、人材不足を解消する

会 社 名 学校法人葵学園　埼玉医療福祉専門学校 

本社所在地 上尾市井戸木 2-2-1

従 業 員 数 20 名

事 業 内 容 教育・理学療法士養成校

自宅からクラウドストレージを活用している様子 事務所からクラウドストレージを活用している様子

１．経営課題

テレワーク化でアプローチした経営課題は二点ありました。
一点目は、仕事と生活の両立を可能にする柔軟な働き方への対応です。事務部門である学事課で

は、少人数で対応しているため役割分担が明確ではなく、総務、経理等の管理部門、学生対応部門等
のすべての業務に対し、全員で対応している状況です。

また、登校する学生への対応があるため学校に来なければならず、テレワークはできていません。
しかし、育児や介護など、家庭の事情で急きょ出勤が難しくなる場合も想定されることから、シス

テム導入によるテレワークのための環境整備の必要があると考えています。
二点目は、オンライン授業への対応です。これまでも必要に応じてオンライン授業を実施してき

ましたが、国家試験対策や勉強のための資料の配信など、教職員間や学生との情報共有や連絡にあ
たって、学校内の設備環境や、学生との接続方法などを整備しておく必要があります。 

6

テレワーク活用推進事例
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２．活用推進、システム構築

まず、いつでも、どこでも仕事ができる環境の整備として、現在一般的にある「クラウドストレー
ジ」を使用し、職員が各自のデータをクラウド化して、外部から接続できる仕組を整備しました。 

具体的には、「クラウドストレージ」を使用し、データのクラウド化をするにあたっては、まず、外
部からでも使用できるデータと使用できないデータの整理、使用規則、使い方マニュアルの整備等
を行い、学事課の職員が外部からでもアクセス出来、共同で行う仕事に問題が無く、効率化が図れる
かについて実証しました。

さらに、学校全体としてテレワークの仕組を整えることが重要であるため、経営層の理解のもと、
学内に「実行委員会」を設置し、全学としての「テレワーク環境」を整える準備を始めました。

これらの仕組が整った後、教職員にテレワークの仕組環境について伝え、学校全体で活用します。

サーバー

教職員

情報の入力・出力 情報の入力・出力

オフィス 

学籍情報／学事資料／教務資料

サーバー

教職員

オフィス 

学籍情報／学事資料A／教務資料A

在宅 

学事資料B／教務資料B

クラウドストレージ

３．効果検証

（1）経営者・従業員等の声

経営者

職員が学校に不在であっても業務が可能であれば、今後考えられる介護離職などへの備えにもな
ると思います。少人数の組織の場合、職員の急な退職は業務に混乱を招くことになります。

テレワークを活用することで、職員の退職を防ぎ、より長く勤務してもらえる、よい取組であると
思います。

従業員

今後は、職員の生活環境の変化に合わせて利用したいと思います。今までであれば、通院のために
1 日休暇を取っていたところを、午後はリモート出勤などの対応により、半日はリモートで出勤で
きるようになるなど、今後は、生活環境の変化に合わせて利用できるようになりました。当面は、緊
急時に活用できると思います。
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（2）具体的な成果
感染症拡大時や積雪等の影響で、急きょ出勤が不可能になった場合でも、時間や場所を選ばず、継

続して業務を行うことが可能となりました。
データを共有できるようになったので、誰でも分かりやすいようにデータ整理・管理するようにな

り、結果として業務の効率化も図られました。 

４．今後の計画

今回の取組で、経営層の理解のもと、学事課の職員がテレワークに取り組む際の環境の整備と実
証ができ、業務の効率化も図られました。

今回の実証は、学事課に対象を絞って行いましたが、今後は、教員も含めて、全員が有効にテレ
ワークシステムを活用する方向で計画・推進していきたいと考えています。

また、教員が学生に対して、リモートで情報提供や、指導を行う場合、サービスの低下にならない
ように配慮が必要だと考えています。

今後テレワークを拡大するにあたっては、学生数に対応して置かなければならない教職員数等の
設置基準の順守、学校内での緊急事態が発生した場合の対応に必要な教員等が常駐する必要性など
の課題に対応する必要があります。 
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問合せ業務のテレワーク化による従業員満足度向上と BCP対策構築の実現

会 社 名 株式会社飯能自動車学校 

本社所在地 飯能市岩沢 958

従 業 員 数 46 名

事 業 内 容 自動車教習所

在宅勤務をしている様子 御対応いただいた従業員の皆様

１．経営課題

当社がテレワーク化を推進することで解決したい経営課題は、入所希望者や教習生から送付され
る、メールの問合せへの対応業務を改善することにより、社員が子育てや介護等と両立できる環境
や、出社できない状況が生じても在宅で業務が遂行できる環境を整備し、「従業員満足度の向上」や

「BCP 対策の構築」を達成していくことです。
これまでは、問合せ履歴の記録や、問合せに対応する部門内での情報共有化等が不十分であった

ため、問合せ回答漏れが発生しており、システムの制約や社内ルールが未整備な面もあったため、在
宅での業務が実施できませんでした。

２．活用推進、システム構築

前述した経営課題を解決するため、クラウドストレージサービス、フォーム作成サービス、スプ
レッドシートサービスを導入しました。サービスの導入により、ホームページ上から入力され送信
された問合せ内容が、ストレージサービスに格納されたスプレッドシートに、自動記録されるよう
になりました。

これにより、問合せ情報を関係者全員がリアルタイムで共有でき、問合せへの回答の迅速化、回答
漏れが解消しました。また、クラウド上にデータを保存するため、在宅での業務対応が実現しまし
た。

さらに、システム構築と並行して、テレワーク勤務規定や情報セキュリティー規定等の社内ルー
ルも整備することができました。
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入所希望者／教習生 飯能自動車学校

資料請求
問合せ
申し込み 

資料請求
問合せ
申し込み

回答 回答

オフィス 

問合わせ情報

問い合わせ情報

クラウドサービス 

入所希望者／教習生 

オフィス 在宅 

飯能自動車学校

確認確認

インターネット 

３．効果検証

（1）経営者・従業員等の声

経営者

テレワークを導入できるようになったことは、従業員の柔軟な働き方を支援していこうと考える
当社の方針とも合致しています。当社では、公安委員会指定の複雑な業務を習熟させるための人材
育成に時間がかかり、せっかくスキルを身に付けても、育児や介護で退職せざるを得ないケースも
あり、スキルの高い人材の確保は喫緊の課題でした。テレワークは、これらの人事上の課題を大きく
改善していく可能性があります。 

従業員

今回のテレワーク導入前に、テレワークに適した業務やそうでない業務について、従業員同士で
会議を実施し検討を進めました。結果として、業務全体の棚卸しができ、また業務の優先順位も明確
となり、無駄な業務の見直しにより、接客サービスをさらに向上させようという前向きな議論に発
展しました。

また、公安委員会指定事業のため、在宅では仕事ができないと思い込んでいましたが、業務内容を
精査して公安委員会に関係する業務との切り分けができ、結果としてテレワークが可能となりまし
た。

（2）具体的な成果
以前、新型コロナ感染症の影響で、しばらく事務所を閉鎖せざるを得ない状況が発生しましたが、

テレワーク導入による従業員への柔軟な働き方の提供により、「従業員満足度の向上」や「 BCP 対策
の構築」を達成できました。

また今回のシステム構築により、お客様からの問合せ管理業務が大幅に改善しました。これまでは
問合せを受けても、管理帳票がばらばらで、各自が属人的な対応をしていたため、お客様への回答漏
れも発生していました。

そこで、クラウド上に問合せ管理データを格納し、一元化・共有化したことで、すべての管理者が
データを閲覧できるようになり、回答への抜けや漏れがなくなりました。データがクラウド上のため、
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テレワーク環境においてもお客様へ確実で迅速な回答が実施でき「業務の効率化」と「顧客満足度の
向上」を実現することができました。

まさに業務のデジタル化により DX への第一歩を踏み出せたと考えています。  

４．今後の計画

今回のシステム構築により入所希望者の管理帳票を手間なく作れるようになったため、今後は基
幹システムデータと統合し、既存顧客も含めたお客様情報の一元的管理を検討していきます。これ
により、これまで受身だった受注活動から、攻めの営業活動に切り替え、「生産性の向上」を図ってい
きたいと考えています。

また、これまで業務管理に手間を感じていましたが、今回導入したスプレッドシートとフォーム
作成サービスの組み合わせにより、当社における様々な業務を改善し、「業務の効率化」につなげて
いける可能性があると気付きました。

まずは、燃料管理、車両管理、給食管理等の改善を進め、クラウド化したことにより、在宅でも業務
遂行できるようにしていきます。

また、このシステムは自動車講習アンケートにも応用できるため、今後は講習の度に受講生から
アンケートを取得することにより指導教官のサービスレベルを改善し、「顧客満足度の向上」に生か
していきます。 
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１. 導入上関連

DX（Digital Transformation） とは、本来、デ
ジタル技術を社会に浸透させることで、人々の生
活をよりよいものへと変革することを指す広義
な意味の言葉です。時代の激しい変化の中で、時
代に合った企業風土への改革、社会貢献を重要視
しつつ、市場における競争有意性を維持しつづけ
るための重要なテーマとなっています。経済産業
省では 2018 年 12 月に DX 推進を目指す企業
に向け、「DX 推進ガイドライン（2022 年 9 月に

「デジタルガバナンス・コード 2.0」へ統合）」を発
表しました。その資料の中で DX の定義は、「企業がビジネスの激しい変化に対応し、データとデジタル技
術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そ
のものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の有意性を確立すること」としています。

テレワークは、DX 推進の重要な基本構造の一つです。テレワークを成功させるためには、ＤＸを総合
的に推進することが重要です。

テレワークを主な基本構造の一つとするＤＸの総合的な推進は、結果として企業の有益な変革につな
がります。テレワークを契機とした「業務の見直し」「ルール・制度の見直し」「ICT システムによる環境整
備」「社内における意識改革」等を進展させ、ＤＸ推進（「データとデジタル技術を活用して、顧客や社会の
ニーズを基に製品やサービス、ビジネスモデルの変革等新たなイノベーションを興す」ことにより、次の
ような好循環が生まれる確率が高くなります。

• 労働生産性の向上（残業時間が削減される、ワーク・ライフ・バランスが向上する）
• 付加価値の向上（データの整理・活用がしやすくなり、結果、顧客満足度が高くなる。また、社員一人一

人の意識・やる気が高くなり、イノベーション力が高まり、さらに良い商品開発・サービス提供につな
がる。

• 就業者の満足度につながる。離職者の減少、健康経営企業となり、また、新たな入社希望も増え、良い循
環がうまれる。社会貢献型企業として、持続的発展が可能となる。

DX の重要な基本構造の一つとしてのテレワーク推進のためには、経営者が先頭に立って、未来を見据
えた経営戦略のもと、社員の力を合わせて取り組むことが成功への道です。これらを本気で推進すること
で、どん底から復活する企業、さらに大きく成長する企業、等々が生まれます。また、実現にあたっては、多
様な企業と公的機関が連携し実現していく官民共同方式、そこに大きな未来創造が期待されます。

業務のDX化に向けて

7

DXの基本構造

デジタル化 ペーパーレス化
クラウド活用など

ビデオ会議
テレワークなど

営業力強化
ノウハウ共有など

アップセル
新企画立案など

効率化

情報共有

データ活用
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テレワークに関する主な補助金・助成金についてご紹介します。
補助金・助成金は国、市などからその年の施策に応じて予算化され交付されます。
テレワーク推進に際し助けになりますので、有効に活用されることをお薦めします。

１. 人材確保等支援助成金（テレワークコース）【厚生労働省】

良質なテレワークを導入し、実施することにより、労働者の人材確保や雇用管理改善等の観点か
ら効果をあげた中小企業事業主に対し助成金を支給し、支援を行うことを目的とした厚生労働省の
助成金です。

中小企業事業主が、在宅またはサテライトオフィスにおいて就業するテレワーク勤務を制度とし
て導入することを目的として就業規則等の作成・変更、テレワーク用通信機器等の導入・運用等を
実施し、テレワーク勤務を適切に導入・実施した場合及びテレワーク勤務の導入後も引き続きテレ
ワーク勤務を実施し従業員の離職率の低下について効果をあげた場合に、①機器等導入助成と②目
標達成助成の 2 段階で支給されます。

助成 支給額

機器等導入助成 １企業あたり支給対象経費の 30％（但し、以下いずれか低い方が上限）
・100 万円 または 20 万円×対象労働者数

目標達成助成
1 企業あたり支給対象経費の 20％ [35%]（但し、以下いずれか低い方が上限） 
・100 万円 または 20 万円×対象労働者数
※ [ ] 内は生産性要件を満たした場合に適用。

支給対象経費や受給要件、生産性要件など詳細は人材確保等支援助成金（テレワークコース）専用
サイトをご覧ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/telework_zyosei_R3.html

補助金・助成金の紹介

8
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２. IT 導入補助金 2023【経済産業省】

中小企業・小規模事業主が自社の課題やニーズに合った IT ツールを導入する経費の一部を補助
することで、業務効率化・売上アップをサポートすることが目的の経済産業省の補助金です。

導入したい IT ツールや IT 導入支援事業者を決定し IT 導入支援事業者の支援のもとで申請し、審
査を経て採択されれば補助金を受給することができます。目的に応じ①通常枠 (A・B 類型 )、②セ
キュリティ対策推進枠、③デジタル化基盤導入枠 ( デジタル基盤導入類型）の三つがあります。

① 通常枠（A類型・B類型）
種類 A 類型 B 類型

補助額 5 万円～ 150 万円未満 150 万円～ 450 万円以下

補助率 1/2 以内

IT ツール要件（目的） 類型ごとのプロセス要件を満たすものであり、労働生産性の向上に資する IT ツールであること

プロセス数※ 1 以上 4 以上

賃上げ目標 加点 必須

対象経費 ソフトウェア購入費・クラウド利用料（最大 2 年分）・導入関連費
※プロセス：業務工程や業務種別のこと

② セキュリティ対策推進枠
種類 セキュリティ対策推進枠

補助額 5 万円～ 100 万円

補助率 1/2 以内

機能要件 独立行政法人情報処理推進機構が公表する「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に
掲載されているいずれかのサービス

対象経費 サービス利用料（最大２年分）

③ デジタル化基盤導入枠（デジタル基盤導入類型）
種類 デジタル基盤導入類型

補助額
下限なし～ 350 万円

内、～ 50 万円以下部分 内、50 万円超～ 350 万円部分

補助率 3/4 以内 2/3 以内

機能要件※ 会計・受発注・決済・EC のうち 1 機能以上 会計・受発注・決済・EC のうち 2 機能以上

対象ソフトウェア 会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフト、EC ソフト

対象経費 ソフトウェア購入費・クラウド利用料（最大 2 年分）・導入関連費

＋

ハードウェア
購入費

PC・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機：補助率 1/2 以内、補助上限額 10 万円

レジ・券売機等：補助率 1/2 以内、補助上限額 20 万円
※該当する機能の詳細は IT 導入支援事業事務局発行の「IT ツール登録要項」を参照

支給対象経費や受給要件、A・B 類型など詳細は IT 導入補助金専用サイトをご覧ください。
https://www.it-hojo.jp/
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